
月例経済報告

ー景気は、おおむね横ばいとなっているが、引き続き不透明感がみられる。一

先行きについては、アメリカ経済等の回復が持続すれば、景気は持ち直しに向かう

ことが期待される。一方、イラク問題の動向やアメリカ経済の先行き等を巡る不透明

感により、我が国の最終需要が引き続き下押しされる懸念が存在している。
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【魯考】先月カヽろの主著変更点
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基 調判断 景 気 は、おお むね梗 ぽ いとな ってい るが 、 景 気 は、お おむね横 ばい とな っているが 、
イラ ケ情勢等 か ら不透 明感が 増 してい る。 引 き続 き不 透明 感がみ られる。

・企業 収益 は改善 してお り、設備 投資 は持 ・企業収 益 は改 善 してお り、設 備投 資 は持
ち直 して いる 。 ち直 してい る。

・雇 用情 勢は 、求 人が増 加 績「靭 こある もの ・雇用情 勢 は、 求人 が 増加 傾向 にあ る もの
の 、失業率 が 高水準 で推移 す るな ど、俵 ・の 、失業 率 が高 水準 で推移す るな ど、俵
然 として厳 しい 。 照 として厳 しい 。

・個 人消圭 は！ おお むね横 ばいで推 移す る ・個人消 豊 は、 お お むね横 ば いで推 移 して
なか で、 足元弓凱 1動 きがみ られる。 いる 。

・輸 出 は撞 ほい とな っている一方 、生産 は ・輸 出 は躇 やか に増 加 してい る一方、生 産
弱 含ん でい る。 は弱含ん で いる 。

先 菅テぎにつ いて は、アメ リカ経済 等の回 先行 きに つ いて は、 アメ リカ経済 等 の回
勘 1持続す れ ば、景 気 は持 ち直 しに向 か う 復 が持続 す れ ば、景 気 は持 ち直 しに向 か う

ことが 鄭 寺される 。一方 、 イラ ウ情勢等 か こ とが期 待 される 。一 方、 イ ラク問是善の勧
ら くる 不 辞 宰性 の 高 ま りや 世 界的 な株価 向 やア メ リカ経 済の 集行 き 等 を遜 る不 透明
の低迷 の 中で、我が 国の 最終需 要が 下押 し 盛 旦王墓虹 我が 国の 最終 需 要が引 登薗 宣 下
され る懸念 が盗 ま ってい る。 押 しされる出 力 1存 在 してい る。

政 策態度 政庁 は、内 外の 金融 ・経 済愕勢 等 を注視 政府 は、一内 外の金 融 ・経済情 勢等 を注 視

しつつ、 引 き続 き金 融、 税制、 歳 出及び現 しつつ、引 き 続き会商虹　税 制、‘歳 出及 び規

制の 四本 柱の構 達改 革 を一体的 か つ整 合 制 の四 套 柱 の構 造 改 革 を一 体 的か つ整 合

的 に実行 す る ことによ り、居間 需要 主導 の 的に実 fテす る こ とに よ り、民間需 要主導 の

持 続的 な経済 成長 の実現 を蜜豆 。王 威出 生 持続的 な経済 成 長の実 現 を且塩互 。空 風 追

唐補 正予 算 を者 宴 に宴施す る とともに．平 在庁 予算．税 制改 正法 案等の 成立 を受 け．
成 15茸唐 予算及 び税制 改正 法票 等の関 連 今後、 これ らを差宴 に執行 ・宴施す る こと

法案 の旦 葺R成 訓 こ撃享め る∧ また、株式 市場 に よ り、平 鹿 14 在庁補 正予 算 と博 せ、塵

の 適正 な運営を 確偏す る窮卓か ら、その 巌 厚 を通 じた切 れ目 ない対応 を図る ▲

格 な警視 な ど．所雪 の措置 を請 じた＜ R 太線行 に おい ては　 舎融樫蘭 保有 株式

政府 は、 日本銀行 と一 体 とな って、金配 の 冒入 れ ト帽 を引 上げる と とも に、首 j宰相

危 機 を 起 こ させ な い よ う万全 を期 す と と 俣訂 券の 買入 れの 検討 に つい て決定 した島
址 金 融 ・資 本市場 の安定 及 びデ フ レ克 政府 は、 日本銀 行 と一 体 とな って、金融 ・

風 を 目指 し、引 き続 き強力 か つ総合 的な取 資本 市場の安 定 及 びデ フ レ克服 を目指 し、

組 を行 う。 引 き続 き弓訂 コか つ結 合的 な取組 を行 う。



個人消圭 おおむね楓 乱1で推移するなかで、足元豆誌上

動きがみられる。

おおむね横ばいで推移している。

住宅建設 援やかに減少している。 おおむね横ばいとなっている。

輸出 ・

国際収支

輸出は、樟ぽいとなっている。

寛易 ・ワービス収支の黒字は、やや減少して

出鼻。

輸出は、鱈やかに増加している。

寅易 ・サービス収支の黒字は、おおむね桂は

いとなっている。
倒産． 減少している。 おおむね措ほいで樽描している。

物価 国内企業物価は、横l乱 1となっている。消姜

者物価は、弱含んでいる。

園内企業‡射私 消姜老物価は、これまでの原

．油価格上昇の影響等により．ともに措ぽいとなっている。

く淀）下線訊ま、先月から変更した部分。
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総論

（我が国経済の基調判断）

景気は、おおむね横ばいとなっているが、引き続き不透明感がみられる。

．企業収益は改善しており、設備投資は持ち直している。

●　雇用情勢は、求人が増加傾向にあるものの、失業率が高水準で推移するなど、

依然として厳しい。

●′個人消費は、おおむね横ばいで推移している。

●　輸出は緩やかに増加している一方、生産は弱含んでいる。

先行きについては、アメリカ経済等の回復が持続すれば、景気は持ち直しに向かう

ことが期待される。一方、イラク問題の動向やアメリカ経済の先行き等を巡る不透明

感により、我が国の最終需要が引き続き下押しされる懸念が存在している。

（政策の基本的愚度）

政府は、内外の金融・経済情勢等を注視しつつ、引き続き金融、税制、歳出及び規

制の四本柱の構造改革を一体的かつ整合的に実行することにより、民間需要主導の

持続的な経済成長の実現を目指す。平成15年度予算、税制改正法案等の成立を受

け、今後、これらを着実に執行・実施することにより、平成14年度補正予算と併せ、

年度を通じた切れ目ない対応を図る。

J



日本銀行においては、金融機関保有株式の買入れ上限を引上げるとともに、資産

担保証券の買入れの検討について決定した。政府は、日本銀行と一体となって、金

融・資本市場の安定及びデフレ克服を酌旨し、引き続き強力かつ総合的な取組を行

う。

組を行う。

も

も

各論

1．消費・投資などの需要動向

錮本革雲は、おおむね横ばいで推移している。

個人消費は、おおむね横ばいで推移している。この背景としては、収入面で

の弱い動きが続くなど家計を取り巻く環境が厳しい一方で、消費者マインドは

昨年末にいったん低下した後、低水準ながら、悪化傾向に歯止めがかかりつ

つあることが挙げられる。

需要側の動向をみると、昨年末に落ち込んだ後、このところ落ち込みにやや

歯止めがかかりつつある。消費総合指数は3ケ月前比で、3ケ月連続で減少し

ているが、前月比では2ケ月連続で増加している。支出項目ごとの動向につい

て家計調査をみると、実質消費支出は、前月に比べて減少している。また、食

料が引き続き前年を下回るなど、基礎的な支出項目の増加基調が緩やかに

なっていることに加え、選択的な支出項目も減少を続けている。

販売側の動向をみると、このところ下げ止まりの兆しがみられる。小売業販

売軽は減少幅が縮小している。チェーンストア販売綾は、引き続き前年を下回

った。百貨店販売経は、前年の水準が低かったこともあって前年並みとなって

いる。新車販売台数は、小型乗用車が引き続き大幅に増加したことから、引き

続き前年を上回っている。家電販売金額は、主力商品であるパソコンが前年

を下回って推移していることから前年を下回った。旅行は、国内旅行は引き続

き前年を下回った。海外旅行は前年大きく減少した反動から増加しているが、

増加幅は縮小した。

先行きに関しては、イラク問題が消費者マインドに与える影響が不確実であ

ることなどから、不透明感が存在する。

設備投資は、持ち直している。



一設備投資は、平成13年に入って以降減少が続いてきたが、企業収益の改

善等を受けて持ち直している。これを需要側統計である「法人企業統計季報」

でみると、平成13年1－3月期以降減少が続いてきたが、平成14年10－12月

期に持ち直しに転じている。また、機械設備投資の供給側続計である資本財

出荷は、やや持ち直している。ソフトウェア投資は、弱含んでいる。

先行きについては、日銀短観によれば製造業の15年度設備投資は3年ぶり

に前年度比増加に転じる計画となり、設備投資の動きに先行性がみられる設

備過剰感も改善の動きが続いている。また、機械設備投資の先行指標である

機械受注も持ち直しの動きが続いており、先行きについて明るい動きもみられ

る。しかし、今後、首都圏等における大規模再開発工事が一段落に向かうと

見込まれることや、外需をはじめとする最終需要の先行きが依然不透明なこ

と等から、設備投資の持ち直しの動きは当面緩慢なものにとどまると見込まれ

る。

住宅建設は、おおむね横ばいとなっている。

平成14年の住宅建設は、2年連続で120万戸を下回る低い水準となった。

これは、雇用・所得環境が厳しいこと、不動産価格の長期的下落傾向により

買い換えが困難となっていることなどから、消費者の住宅取得マインドが低下

していることが要因であると考えられる。平成15年に入り、1月は年率119．5

万戸に増加し、2月は年率115．4万戸に減少した。また、総床面積も同様の動

きとなっている。持家は減少幅を縮小し、分譲住宅はおおむね横ばいで推移

する中、これまで減少していた貸家の着工が下げ止まったことから、全体とし

てはおおむね横ばいとなっている。

先行きについては、引き続き消費者の住宅取得マインドが低下しており、こ

のことが住宅着工の下押し要因になるものと見込まれる。

公共投資は、総じて低調に推移している。

公共投資は、国、地方の予算状況を反映して、総じて低調に推移している。

国の平成14年度補正予算では、構造改革推進型の公共投資を計上するな

どの予算措置を講じたが、補正後の公共投資は、「改革推進公共投資」特別

措置を実施した前年度を大きく下回った。地方の投資的経費のうち単独事業

費は、地方財政計画では、前年度比10．0％滅となっている。

このような状況を反映して、平成14年度に入って、繰り越された平成13年度

第2次補正予算の下支え効果がみられたものの、公共工事請負金額、公共

工事受注後、大手50社受注額は、4－6月期以降10－12月期まで、大手50社

J
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し

し

受注額が10－12月期に前年比プラスだったことを除いて、前年を下回っている。

1－3月期の公共投資については、1月、2月の公共工事請負金額なども前

年を下回っており、国、地方の予算状況を踏まえると、引き続き前年を下回る

ものと考えられる。

なお、国の平成15年度予算においては、公共投資関係費について、前年度

比3．7％減と規模を縮減しつつ、「個性と工夫に満ちた魅力ある都市と地方」な

ど重点4分野を中心に、雇用・民間需要の拡大に資する分野へ重点化してい

る。また、平成15年度地方財政計画においては、投資的経費のうち地方単独

事業費について、前年度比5．5％減としつつ、計画的な抑制と重点的な配分を

行うとしている。

薗塾は、緩やかに増加している。麹基は、緩やかに増加している。軍易・サ「ど不堪

支の黒字は、おおむね横ばいとなっている。

輸出は、昨年初乗の汀関連品目を中心とする在庫積み増しの動きが一服し

たことから昨年半ばまでの増勢は失われているものの、機械機器が比較的底

堅く推移していること等から、全体として緩やかに増加している。地域別にみる

と、アジア向け輸出は、中国向けを中心に機械機器や化学製品等の輸出が

増加していることから、全体として増加している。アメリカ向け輸出は、在庫補

充の一服や販売台数の減少の影響により自動車の輸出が減少したこと等か

ら、足元減少しているこEU向け輸出は、1月の船舶の増加の反動等から2月

は減少したものの、緩やかに増加している。先行きについては、アジアにおけ

る景気の緩やかな拡大が輸出の下支えになると考えられるものの、アメリカの

景気回復力が弱まっていること等から、当面の輸出の回復力は弱いものと見

込まれる。

輸入は、今まで増加に寄与してきた中国からの輸入が繊維製晶を中心に2

月は減少したが、鉱物性燃料が引き続き増加しており、基調としては緩やか

に増加している。地域別にみると、アジアからの輸入は、N【Esからの輸入が

減少しているものの、ASEANからの輸入は横ばい、中国からの輸入は、基

調としては機械機器を中心に緩やかに増加しており、全体としては緩やかに

増加している。アメリカからの輸入は、同国西海岸における港湾封鎖以降振

れが大きいものの、その動きを均してみれば、おおむね横ばいとなっている。

EUからの輸入は、おおむね横ばいとなっている。

以上のように、輸出入数量がともに緩やかに増加していること等を反映し、

貿易・サービス収支の黒字は、おおむね横ばいとなっている。

2．企業活動と雇用情勢



生産は、弱含んでいる。

鉱工業生産は、国内最終需要に力強さがみられず、輸出の増加も緩やかな

ものに留まっていることを背景に、弱含んでいる。在庫は低水準にあるものの、

外需をはじめとする最終需要の先行きが不透明であること等を背景に、企業

は在庫積み増しに慎重になっており、生産の増加にはつながっていない。

先行きについては、在庫面からの生産下押し圧力は少ないと考えられるも

のの、国内最終需要は当面低調に推移することが見込まれるほか、アメリカ

経済等に関する先行き不透明感を背景に輸出による牽引力もそれ程大きなも

のとはならないと考えられる土とから、生産の持ち直しに向けた力は当面弱い

認諾霊芸濃票至芸莞票票予測調査においては・3月　J
また、第3次産業活動は、サービス業などを中心に緩やかに減少している。

企業収益は、改善している。また、企業の業況判断は、緩やかながら、引き続き改善

がみられる。倒産件数は、おおむね横ばいで推移している。

企業収益の動向を「法人企業統計季報」によりみると、平成13年7－9月期

以降、電気機械等の製造業を中心に前年比で大幅な減益となってきたが、売

上高は引き続き減収となっているものの、人件費を中心とする企業のリストラ

努力によりコスト削減が進んでいること等を背景に平成14年7－9月期には前

年比で増益に転じ、10－12月期においても増益が続いている。業種別にみると、

製造業では輸出増加の影響の大きい電気機械や輸送用機械を中心に大幅な

増益となっているのに対し、非製造業では、中小企業の減益幅が大きく、全体

としても若干の減益となうた。なお、「日銀短観」によると、平成14年度下期か

ら15年度にかけて、大幅な増益が見込まれている。

企業の業況判断について、「日銀短観」をみると、中小企業製造業を中心に

緩やかながら引き続き改善がみられるものの、自動車をはじめとする大企業

製造業では改善に足踏みがみられる。先行きについては、若干の悪化を見込

んでおり、慎重な見方も続いている。

また、企業倒産は、セーフティーネット保証の適用件数が増えていること等を

背景に、おおむね横ばいで推移している。

雇用情勢は、依然として厳しい。求人が増加傾向にあるものの、完全失業率が高水

準で推移し、賃金も弱い動きが続いている。

企業の人件費抑制姿勢などの労働力需要面の要因や、雇用のミスマッチな

どの構造的要因から、完全失業率が高水準で推移するなど、厳しい雇用情勢



し

が続いている。

完全失業率は、2月は前月比0．3％ポイント低下し5．2％となった。男女別に

みると、女性の失業率が大きく低下した。女性は失業者が減少する一方で、

非労働力人口が増加している。雇用者数は、横ばいで推移している。

新規求人数は、昨年前半から増加傾向にあり、有効求人倍率についても、

引き続き緩やかに上昇している。製造業の残業時問については、緩やかな増

加傾向が続いている。企業の雇用過剰感は、若干低下したものの、依然とし

て高い水準にある。

賃金の動きをみると、2月の定期給与は前年同月比、前月比とも増加したも

のの、企業の人件費抑制姿勢もあり、基調としては弱い動きが続いている。

3．　価と金融R勢

国内企業物価、消費者物価は、これまでの原油価格上昇の影響等により、ともに横

ばいとなっている。

輸入物価（円ベース）は、平成14年末以降上昇傾向が弱まっていたが、足

元で上昇している。国内企業物価は、横ばいとなっている。最近の動きを類別

にみると、電気機器などが下落しているが、輸入価格の上昇により石油・石炭

製品、化学製品が上昇しているほか、在庫調整の一巡などにより鉄鋼が上昇

している。

企業向けサービス価格は、前年同月比で下落が続いている。

消費者物価は、12年秋以降弱含んでいたが、イラク情勢等を受けた原油価

格上昇の影響により、前月比で横ばいとなっている。最近の動きを類別にみる

と、一般商品は、耐久消費財や繊維製晶などが下落しているが、原油価格の

影響を受けた石油製品の上昇もあり、その他工業製品が下落幅を縮小してい

る。また、公共料金は下落しているが、一般サービスは横ばいとなっている。

なお、原油価格上昇の影響は一時的なものたとどまる可能吟があることから、

物価の動向を総合してみると、持続的な物価下落という意味において、緩や

かなデフレ状況にある。

株・為替はこのところ主にイラク情勢の展望に関する市場の見方を反映して動いてい

る。長期金利は低下傾向が続いている。

株・為替はこのところ主にイラク情勢の展望に関する市場の見方を反映して

動いている。日経平均株価は3月末は7月72円で終え年間で約28％の下落、

対米ドル円相場は3月未は120．15円で終え年間で約10％の円高となった。

短期金利は落ち着いており、長期金利は投資家の旺盛な需要などに支えら



れ低下傾向で推移している。企業の資金繰り状況に概ね変化はみられず、民

間債と国債との流通利回りスプレッドはこのところ縮小している。

マネタリーベースは、日本銀行の潤沢な資金供給などを背景に10％台の高

い伸びが続いているが、伸び率は鈍化している。M2＋CD（月中平均残高）

は、昨年末以降2％程度の伸び率となっている。

4．海外経済

アジアでは景気が緩やかに拡大しており、アメリカでは景気回復が続く中でその力が

弱まっている。

アメリカでは、景気回復が続いているが、回復力は弱まっている。

個人消費は、持ち直しに引き続き弱さがみられる。弱さがみられる背景とし

ては、消費者マインドの悪化や雇用環境が厳しさを増していることがある。ガ

ソリン等価格が大幅に上昇したことも、個人消費の動きを弱めた要因と考えら

れる。また、イラクに対する武力行使の開始後、週間小売売上げは減少した。

また、企業マインドが悪化していることに加え、設備投資の先行指標となる

資本財の受注が減少している。

先行きについては、マインドの悪化が経済に与える影響が懸念される。

イラク戦争に関連しt、ブッシュ政権は戦費調達を中心とする総績約750億ド

ルの補正予算案を議会に提示した。

芝芝Zでは、景気は緩やかに拡大している。

中国では、内需の堅調な増加から景気は拡大している。韓国では景気は拡

大しているものの、機械受注の伸びが鈍化するなど設備投資に弱い動きがみ

られる。タイで景気拡大が続くほか、台湾、マレイシアでも景気は緩やかに拡

大している。

他方、アメリカ向けを中心とした輸出の伸び鈍化、重症急性呼吸器症候群（S

ARS）の香港等への影響等、先行きには懸念材料もみられる。

ユーロ圏及びイギリスでは、景気は減速している。

ユーロ圏では、失業率の上昇、原油価格の上昇等を背景に消費者・企業マ

インドが悪化傾向にあり、ドイツでは消費や投資が弱い動きとなるなど、景気
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は弱い状態が続いている。フランスでは消費がほぼ横ばいとなるなど、景気

は減速している。また、昨年秋以降のユーロ高の影響やアメリカ経済の回復

力の弱まりなどから、ユーロ圏の輸出は伸びが鈍化している。

イギリスでは、景気は減速している。これは、イラク武力行使を背景に、本年

に入ってから消費者マインドが急速に悪化し、景気回復の主役の一つであっ

た消費がほぼ横ばいとなっていることが主因である。

国際金融情勢等

し

アメリカ等によるイラクに対する武力行使が3月20日に開始された。原油価

格は、短期終結への期待から3月中旬に下落したが、その後は概ね横ばいで

推移した。アメリカの株価は、同様の期待から3月中旬に上昇し、その後概ね

安定して推移した。長期金利、ドルは3月中旬に強含み、その後概ね安定して

推移した。

注）

＜個人消費＞

消費総合指数（需要側、内閣府試算値、後方3ケ月移動平均）は、1月（速報値）季節

調整済3ケ月前比1．5％減の後、2月（速報値）は同1．9由減となった。季節調整済前月

比では、1月（速報値）0．3％増の後、2月（速報値）は0．3％増となった。

消費総合指数の作成方法：総務省「家計調査」から、GDPの個人消費には含まれ

ない「仕送り金」、「修繕費」や、振れが大きい高額消費である「自動車等購入」などを

除外した後、世帯数を乗ずるなどしてマクロの消費ベースにする。これに、自動車、家

賃、医療費について別途供給側の統計を用いて計算したものを加える。詳細は、ディ

スカッションペーパー（http：／／www5．cao．gojp／keizai3／discussion－PaPer／menu．htmI）

を参照。

家計調査の全世帯実質消費支出は、1月季節調整済前月比2．8％増の後、2月（速

報†直）は同2．4％減（前年同月比1．0％減）となった。

家計調査の全世帯実質消費支出（除く自動車、住居、仕送り金等）は、2月（速報値）

は季節調整済前月比2．1％減（前年同月比0．1％滅）となった。

経済産業省「商業販売統計」の小売業販売鰻は、1月季調済前月比2．7％増の後、

2月（速報値）は同1．9％増（前年同月比0．2％減）となった。また、百貨店販売後は、2

月（速報値）は、前年同月比0．0％（店舗調整後）（季節調整済前月比1．1％減（店舗調整

前））となった。

チェーンストア販売療（日本チェーンストア協会調べ）は、1月前年同月比2．4％減（店

舗調整後）の後、2月は同1．4％滅（店舗調整後）（季節調整済前月比1．1％減（店舗調



整前））となった。

乗用車（含軽）新車新規登録・届出台数は、2月前年同月比5．1％増の後、3月（速報

値）は同10．2％増となった。

家電販売額（日本電気大型店協会調べ）は、1月前年同月比2．2％減の後、2月は同

0．8％滅となった。

大手旅行業者13社取扱金魚は、1月国内旅行が前年同月比6．1％滅、海外旅行が

同35．9％増の後、2月国内旅行が同10．6％滅、海外旅行が同15．3％増となった。

内閣府「消費動向調査」の消費者態度指数（季節調整済）は、9月前期差0．3ポイント

改善の後、12月岡1．5ポイント悪化となった。内閣府「月次消費動向調査」の消費者

態度指数（東京都、原数値）は、2月前月差0．1ポイント改善の後、3月同1．5ポイント

悪化した。

＜設備投資＞

平成14年10－12月期の設備投資を財務省「法人企業統計季報」（全規模全産業、

ソフトウェアを除く）でみると、季節調整済前期比3．9％増（前年同期比1．8％減）となっ

ており、うち製造業では同2．9％増（同10．8％減）、非製造業では同4．4％増（同2．4％

増）となっている。

経済産業省「鉱工業指数」により資本財出荷（除く輸送機械）をみると、1月は季節

調整済前月比5．4％増（前年同月比3．8％増）の後、2月は同3．3由減（同3．1％増）と

なっている。

日本銀行「全国企業短期経済観測調査」（3月調査）により設備投資の動向（ソフト

ウエアを除く）をみると、大企業の平成．15年度設備投資計画は、製造業で前年度比

2．9％増、非製造業で同3．1％滅となっており、全産業では同0．8％減となっている。ま

た、中小企業では製造業で同11．2％減、非製造業で同15．4％滅となっており、全産業

では同14．4％減となっている。

経済産業省「特定サービス産業動態続計」でみると、受注ソフトウェア売上高は、1

月は前年同月比7．6％減の後、2月は同9．1％減となっている。

機械受注（船舶・電力除く民需）は、1月は季節調整済前月比7．0％増（前年同月比

18．8％増）の後、2月は同9．6％滅（同1．4％増）となっている。なお、平成15年1－3月

期（見通し、12月調査時点）の機械受注（船舶・電力除く民需）は、季節調整済前期比

3．5％減（前年同期比2．2％増）と見込まれている。

民間からの建設工事受注（50社、非住宅）は、1月は季節調整済前月比2．3％増（前

年同月比6．0％減）の後、2月は同6．8％減（同6．8％減）となっている。
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＜住宅廷設＞

′　国土交通省「建築着工統計」によると、新設住毛着工総戸数（季節調整済前期比）

は、平成14年4－6月期は0．4％増、7－9月期は3．3％減、10－12月期は1．0％減、平

成15年1月は6．8％増、2月は3．5％減となっており、うち共同建分譲住宅の着工（同）

は、平成14年4－6月期は8．9％滅、7－9月期は10．2％滅、10－12月期は0．0％増、平

成15年1月は9．5％増、2月は9．7％減となった。また、新設住宅着工床面積（同）は、

平成14年4－6月期は0．2％滅、7－9月期は3．2％滅、10－12月期は1．1％減、平成15

年1月は3．3％増、2月は2．5％減となった。

消費者の住宅取得マインドを示す指標のひとつである（社）日本リサーチ総合研究

も　　所「不動産購買態度指数」をみると・平成12年は・2月128、4月128、6月124・8月
118、10月122、12月117、平成13年は、2月118、4月119、6月117、8月110、10

月109、12月104、平成14年は、2月104、4月114、6月117、8月114、10月115、

12月111、平成15年は、2月110となった。

も

＜公共投資＞

平成14年度の国の一般会計予算（補正後）を前年度補正後予算と比較すると、「改

革推進公共投資」特別措置を含めた公共投資関連予算ベースでは15．9％滅となって

いる。なお、平成15年度予算においては、公共投資関係費について、前年度比3．7％

減と規模を縮減しつつ、都市の再生や地方の活性化など、「平成15年度予算編成の

基本方針」の重点4分野を中心．に、雇用・民間需要の拡大に資する分野へ重点化し

ている。

地方の予算をみると、総務省がまとめた都道府県、政令指定都市の普通会計予算

額（9月補正後）では、普通建設事業費は前年度比10．1％減、普通建設事業費のうち

補助事業費、単独事業費は、それぞれ前年度比11．1％滅、10．6％滅となっている。な

お、平成15年度地方財政対策においては、投資的経費のうち地方単独事業費につ

いて、前年度比5．5％減としつつ、計画的な抑制と重点的な配分を行うとしている。ま

た、時事通信社調査によれば、普通建設事業費は、都道府県で前年度比6．1％減、

政令指定都市で同5．8％滅、中核市で同8．9％減、その他の県庁所在市で同12．8％

滅となっており、これらを単純合計すると、前年度比6．4％減となっている（骨格予算、

暫定予算を編成した地方公共団体を除く）。

公共機関からの1件500万円以上の建設工事受注額（建設工事受注動態続計調

査）は、前年同月比で1月17．5％減の後、2月は18．4％減となった。同じく大手50社の

建設工事受注額は、前年同月比で1月20．1％減の後、2月は20．8％減となった。公共

工事請負金額（公共工事前払金保証統計）は、前年同月比で1月5．5％減の後、2月

は12．1％減となった。公共工事出来高（建設総合統計）は、前年同月比で12月7．5％



減の後、1月は9．2％減となり、内閣府にて季節調整を実施した結果によると、前月比

で12月2．5％減の後、1月は0．4％増となった。

＜輸出・輸入・国際収支＞

通関輸出（数量ベース、季節調整値）は、前月比で平成15年1月0．2％増の後、2月

も2．0％増（前年同月比10．2％増）となった。また、前期比で7－9月期は0．6％増の後、

10－12月期は2．0％増（前年同期比15．1％増）となっている。

通関輸入（数量ベース、季節調整値）は、前月比で平成15年1月1．4％増の後、2月

は3．1％滅（前年同月比1．6％増）となった。また、前期比で7－9月期3．4％増の後、10－12

月期は0．7％増（前年同期比5．3％増）となっている。

貿易・サービス収支（季節調整値）の黒字は、平成15年1月は4，175億円の後、2

月は6月73億円、通関収支差（季節調整値）は、平成15年1月は6，885億円の後、2

月は8，460億円となった。
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＜生産・出荷・在庫＞

2月の鉱工業生産指数（季節調整値、速報）は、輸送機械や電気機械等が減少した

ことから、前月比1．7％滅となった。

製造工業生産予測調査によると、前月比で、3月は電気機械や一般機械等の増加

により2．8％増の後、4月は輸送機械や金属製晶等の増加により0．2％増になると見

込まれている。

2月の鉱工業生産者製品在庫指数（季節調整値、速報）は、前月比2．3％減となった。

慧孟慧呈芸芸芸慧雷雲票莞慧芸賃票慧㌶豊富るo J
l卜1月の平均（3カ月移動平均値）による対3ケ月前比（同8－10月平均対比）をみる

と0．7％滅となっている。

＜企業＞

財務省「法人企業続計季報」によると、10－12月期の経常利益は全産業で前年同期

比22．7％増、製造業は72．7％増、非製造業は1．7％減となった。

日本銀行「全国企業短期経済観測調査」（3月調査）によると、平成14年度の経常

利益は、全規模・全産業で、上期は前年同期比7．2％の増益、下期は同14．8％の増

益、通期では前年比11．3％の増益、平成15年度の経常利益は、全規模・全産業で、

上期は前年同期比11．8％の増益、下期は同14．9％の増益、通期では前年比13．5％

の増益を見込んでいる。



一方、．業況判断について日本銀行「全国企業短期経済観測調査」（3月調査、業況

水準について「良い」－「悪い」）をみると、大企業は△1％ポイント悪化して△12％ポ

イント、中小企業は2％ポイント改善して△33％ポイント、全規模合計では2％ポイン

ト改善して△26％ポイントとなった。

も

＜倒産＞

企琴の倒産については、東京商工リサーチ「倒産月報」によると、2月の企業倒産

件数（負債額1，000万円以上）は1，454件（前年同月比13．1％減）、負債総額は1兆

5，075億円（同20．2％増）となっており、帝国データバンク「全国企業倒産集計」による

と、企業倒産件数は1，586件（同7．4％滅）、負債総額は1兆5．329億円（同20．6％増）

となっている。また、大型倒産（負債額10億円以上）は、106件（同2．7％滅）となって

おり、主な大型倒産としては、ゴルフ業経営の日本ゴルフ振興（負債3，322億円）など

（東京商工リサーチ調べ）。

＜雇用情勢＞

総務省「労働力調査」によると、2月の完全失業率（季節調整値）は、男女計で前月

比0．3％ポイント低下し、5．2％となった。完全失業者数（季節調整値）は、男女計で前

月差19万人減の349万人となった。

労働力調査により内閣府にて季節調整を実施した結果によると、求職理由別完全

失業者数（季節調整値）は、非自発的な離職による者は、前月差11万人減の145万

人、自発的な離職による者は、同7万人減の103万人となった。

労働力調査によると、2月の雇用者数（季節調整値）は、男女計で1月前月比0．2％

減の後、2月は同0．0％減の5，3’15万人となった。

厚生労働省「職業安定業務統計」の新規求人数は、1月季節調整済前月比1．2％増

の後、2月は同1．1％減（前年同月比10．1％増）となった。有効求人数は、1月間0．9％

増の後、2月は同0．7％増（同11．5％増）となった。新規求職件数は、12月間0．5％増

の後、1月は同2．6％増（同0．5％減）となった。有効求職者数は、1月同1．9％減の後、

2月は同0．4％増（同5．4％減）となった。新規求人倍率（季節調整値）は1月1．02倍の

後、2月0月9倍となった。有効求人倍率（季節調整値）は、1月0．60倍の後、2月0．61

倍となった。

毎月勤労統計調査によると、所定外労働時間（製造業）は、事業所規模5人以上で

は1月季節調整済前月比1．9％増（前年同月比18．9％増）の後、2月は同1．1％減（同

16．5％増）（速報値）となった。

日本銀行「全国企業短期経済観測調査」によると、企業の雇用人員判断D⊥（「過

剰」イ不足」）は、全産業では、12月調査の14％ポイントから、3月調査では13％ポイ



ントとなった。製造業では、12月調査の全、1％ポイントから、3月調査では19％ポイント

となった。非製造業では、12月調査の10％ポイントから、3月調査では10％ポイント

となった。

毎月勤労続計調査によると、きまって支給する給与は、事業所規模5人以上では1

月季節調整済前月比横ばい（前年同月比0．2％減）の後、2月は同0．3％増（同0．2％

邸（速報値）となった。現金給与総額は、事業所規模5人以上では2月前年同月比

0．1％増（速報値）となった。

＜物価＞

日本銀行「企業物価指数」の輸出物価（円ベース）は、平成15年2月（速報値）は前

月比1・1％の上昇（前年同月比6・2％の下轟）、3ケ月前比は0・1％の下落となった。輸　　J

入物価（円ベース）は、2月（速報値）は前月比2．3％の上昇（前年同月比0．4％阜昇）、

3ケ月前比は1．3％の上昇となった。また、国内企業物価は、2月（速報値）は前月比

0．2％の上昇（前年同月比0．9％下落）、3ケ月前比は保合いとなった。

日本銀行「企業向けサービス価格指数」の2月の企業向けサービス価格は前年同

月比0．7％の下落（前月比0．1％の上昇）となった。

総務省「消費者物価指数（全国）」の生鮮食品を除く総合は、2月は前年同月比

0．7％の下落（前年同月比下落は、11年10月より41ケ月継続。季節調整済前月比で

は4ケ月継続して保合い）、12－2月平均の前年同期比は0．7％の下落となった。一般

サービスは、2月は前年同月比保合い、12－2月平均の前年同期比は保合いとなった。

一般商品は、2月は前年同月比1．3％の下落、12－2月平均の前年同期比は1．3％の

下落となった。公共料金は、2月は前年同月比0．8％の下落、12－2月平均の前年同

期比は0．7％の下落となった。また、「消費者物価指数（東京都区部、中旬速報値）」

の生鮮食品を除く総合は、15年3月は前年同月比0．7％の下落（季節調整済前月比

0．1％の上昇）、1－3月平均の前年同期比は0．6％の下落となった。

＜金融＞

無担保コールオーバーナイトレートは、3月月中は、0．001～0．002％で推移し、3月

末には0．021％となった。3ケ月物ユーロ円丁王BORは、3月月中は、0．08～0．09％台で

推移し、3月末には0．07％台となった。10年物国債流通利回りは、3月は、0．6％台～

0．7％台で推移した。

東証株価指数（TOPIX）は、3月末は788ポイントとなった。日経平均株価は、3月

未は7．972円となった。

対米ドル円相場（インターバンク直物中心相場）は、3月未は120．15円となった。対

ユーロ円相場（インターバンク17時時点）は、3月末は129．41円となった。

J



マネタリーベース（月中平均残高）は、3、月（速報）は前年同月比10．9％増となった。

3月の日銀当座預金平均残高は22．8兆円となった。M2＋CD（月中平均残高）は、

前年同月比1．8％増となった（3月速報）。広義流動性は、3月（速報）は前年同月比

1．5彿増となった。金融機関（全国銀行）の貸出（月中平均残高）は、3月（速報）は前年

同月比4．4％減（貸出債権流動化・償却要因等調整後2．2％滅）となった。3月のエクイ

ティ市場での発行（国内市場発行分）は、転換社債型新株予約権付社債の発行はな

かった。また、国内公募事業債の起債実績は、7，161億円（銀行起債の普通社債は

1，000億円）となった。国内銀行の貸出約定平均金利（新規実行分）は、2月は前月比

で短期は0．087％ポイント低下し、長期は0．192％ポイント低下したことから、総合では

も　詣芸票豊芸忘憲完禁謡慧監禁慧票票票霊。

＜景気ウオッチャー調査＞

内閣府「景気ウオッチャー調査」の3月の現状判断DIは、前月を3．0ポイント上回り、

41．3となった。先行き判断Dlは、前月を2．2ポイント下回り、38．6となった。

．月例経済報告に関する関係閣僚会議配布資料
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